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エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画（案）を問う
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2050年カーボンニュートラル、2030年46%削減とNDC再提出
COP26までに、第6次エネ基計画⇒温暖化対策計画・長期戦略
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・2020年10月まで 従来のエネルギー政策の延長での議論（2030年26％削減を前提）
・2020年10月22日脱炭素宣言。2030年46%。エネルギー政策は変わるのか 2



1.5℃目標 2050年脱炭素へ 日本も方針転換？！
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年 月 国際情勢 国内エネルギー政策 備 考

2013 4 石炭火力局長級会議とりまとめ 国内・輸出：石炭推進

2013～14 IPCC第5次レポート

2013 11COP19 2020年目標 05年比▲3.8％ ▲25%をゼロベースで見直し

2014 4 第4次エネルギー基本計画・2050年▲80％ 原発・石炭：ベースロード

2015 7COP21 パリ協定採択 長期エネルギー需給見通し

INDC（2030年目標13年比▲26％）

201611 COP22 パリ協定発効

2017 COP23 脱石炭連盟

2018 7 第5次エネルギー基本計画 再エネ主力電源化 原発・石炭：ベースロード

10IPCC1.5℃特別報告

2019 6 長期戦略策定 秘術イノベーション

2020 10 2050年 カーボンニュートラル宣言

2021 4 2030年13年比46％（50％にも挑戦）

8IPCC WG１

9 第6次エネ基、温対計画、長期戦略パブコメ 原発：ベースロード、石炭



2050年ネットゼロに向かう2030年目標 まだ不十分
1.5℃目標は？ 国際潮流に追いつけず、その実現性も危うい
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2030年
2013年比
46％減

2050年
ネットゼロ

？
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ドイツ 2030年1990年比55% 気候変動法に法定。憲法裁判所決定を受け、
2021．5．6 90年比2030年65％、2040年88％、

2045年カーボン・ニュートラルとする改正法案閣議決定

1.5℃目標の実現には、
世界全体で

2050年脱炭素
2030年2010年比▲45％
日本の目標はまだ低い

8月4日資料５



排出源は「エネルギー利用」⇒「エネルギー転換」へ
GHGの92%がCO2。85％がエネルギー起源CO2
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発電所

34.5%

鉄鋼業

13.6%
化学工業

5.1%

窯業土石製品

4.6%

石油製品石炭製品

4.4%

紙パルプ

1.9%

その他大口事業

所・大口運輸

8.9%

中小企業・家

庭・車など

27.1%

日本の温室

効果ガス排出量

12.9億t-CO2

(2017年度)

温室効果ガス（GHG）の85％がエネルギー起源CO2
発電所からのCO2が全体の３分の１
エネルギー起源CO2の4割



エネルギー起源CO2の4割は電力 電力部門対策が重要
なぜか、政府の資料は「電気・熱配分後」のデータのみ
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2030年エネルギーミックス
再エネ 36～38％
原子力 20～22％
石炭 19％
天然ガス 20％
石油 2％

水素・アンモニア１％
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2050年参考値

・省エネが不十分
・実現可能性 最も現実性のないのが「原子力」

2020年実績５％
・2030年に石炭１９％！（世界は脱石炭の完了へ）
・原子力の不足分を埋めるのは、再エネ？ 石炭？
・十分な設備容量を既に持っているのは石炭！増加？
・2050年脱炭素だったのでは？

2030年エネルギーミックス（長期エネルギー需給見通し）
目標引き上げ（13年比26%削減⇒46％削減）でどう変わったのか？

2050年の電力需要量
想定は、いまだ説明
されず。各量が不明。



2050年カーボンニュートラル・脱炭素だったのでは？ P104
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原発
・

火力

水素・ア
ンモニア

再
エネ

2050年新

8月4日資料５

2050年
需要量？

30~40％

50~60％

10％

2020年12月25日経産省成長
戦略では30～50増加とも記載

対策

低い



102020

40年廃炉の場合

電力の５％ 20～22％



原子力の方向性（低減？維持？）、目標の現実性欠如、
新規研究開発も？＋様々な問題

• 東京電力福島第一原子力発電所事故を経験した我が国としては、２０５０
年カボンニュートラルや２０３０年度の新たな削減目標の実現を目指すに
際して、原子力については安全を最優先し、再生可能エネルギーの拡大を
図る中で、可能な限り原発依存度を低減する。（P7）

• 原子力については、国民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、
必要な規模を持続的に活用していく。（P23 ）

• 高速炉、小型モジュール炉、高温ガス炉等の革新的技術の研究開発を進め
ていく(p103）

• 国際連携を活用した高速炉開発の着実な推進、小型モジュール炉技術の国
際連携による実証、高温ガス炉における水素製造に係る要素技術確立等を
進めるとともに、ＩＴＥＲ計画等の国際連携を通じ、核融合研究開発を着
実に推進する。（p116）
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エネルギー基本計画案から
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石炭：２０３０年にも電源の１９％！ ２０５０年までも？

基本政策分科会

どうやって？



石炭はベースロードから外れたのか？

13

2021.7．13基本政策分科会



このままでは石炭火力で日本のCO2カーボンバジェットを費やすことに
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Sub-C

SC

USC

自家発



日本の残余カー
ボンバジェット
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IPCC第6次評価報告書第１WG



石炭は「低減させる」or「新規投資先」？海外にも？

• 現状において安定供給性や経済性に優れた重要なエネルギー源である。（p36 ）

• 今後、石炭火力は、再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待され
るが、電源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減させる。 (p36）

• 再生可能エネルギーの瞬時的・継続的な発電電力量の低下にも対応可能な供給力を持つ形で設備容
量を確保しつつ、できる限り電源構成に占める火力発電比率を引き下げていくことが基本となる。
環境対応下での火力の競争力の強化・経済効率性の向上といった課題に取り組んでいく（p75）

• 経済効率性の向上について、電力自由化の下、再生可能エネルギーの更なる導入拡大が進む中で、
火力は設備利用率の低下、高経年化、事業環境の悪化が今後も進む可能性がある。こうした競争的
環境において、今後、火力の競争力を強化していくためには、２０５０年カーボンニュートラルに
向けた脱炭素化への対応が必要となる。このため、カーボンニュートラル実現と安定供給の両立に
資する新規投資を促進する方法について詳細検討を加速化させていく。

• 特に非効率石炭火力のフェードアウトに当たっては、石炭火力が地方税収、運輸・運転・保守等に
おける雇用、地元企業への外注等を通じて地元経済に貢献している中で、将来的に発生するおそれ
のある地域経済や雇用への影響等を踏まえながら、地域の実情等に応じて、脱炭素化に向けたエネ
ルギー転換等のトランジションの促進を検討していくことが必要である。（ｐ77）

• 非化石電源の導入状況を踏まえながら、安定供給確保を大前提に、非効率石炭のフェードアウトと
いった取組を進め、火力発電の比率をできる限り引き下げる。その際、エネルギー安全保障の観点
から、天然ガスや石炭を中心に適切な火力ポートフォリオを維持し(p105）

16
エネルギー基本計画案から
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2021.3.26 経産省
石炭小委員会

公表されず

バイオマス
混焼混焼

省エネ法基
準適合に
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2021年4月11日石炭WG 2021年7月13日基本政策分科会

石炭 2030年26％ ⇒ 19％へ 旧一電以外の非効率石炭の削減の方策は？

2600億ｋWh⇒1900億ｋWh



脱炭素燃料？水素・アンモニアの夢想。再エネの障壁

• 水素・アンモニアを燃料とした発電は燃焼時にＣＯ２を排出せず、火力としての 調整力、
慣性力機能を具備しており、系統運用の安定化にも資する技術であり、ガスタービンや
ボイラー、脱硝設備等の既存発電設備の多くをそのまま活用できることから、カーボン
ニュートラル実現に向けた電源の脱炭素化を進める上で有力な選択肢の一つである。水
素及びアンモニア発電については、２０５０年には電力システムの中の主要な供給力・
調整力として機能すべく、技術的な課題の克服を進める。

• 水素の供給量の拡大と供給コストを低減すべく、大規模な国際水素サプライチェーン構
築に資する技術開発・実証を、グリーンイノベーション基金も活用しながら、水素発電
技術の確立と一体的に行い、２０５０年にガス火力以下のコストを目指す。（p25）

• 当面は、供給力や調整力を火力発電で賄う必要があるものの、将来的には、水素・アン
モニア・ＣＣＵＳ／カーボンリサイクル・蓄電池といった脱炭素電源等により、供給力
や調整力を確保する必要(p93）
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エネルギー基本計画案から



20２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 (2021．6．18）P5

日本型
「脱炭素電源」
が問題の根源



ＪＥＲＡ(横須賀火力他）などの日本型2050年カーボンニュートラル・脱炭素
「火力の脱炭素化」 水素・アンモニア燃料 さらに遅れる温暖化対策
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旧電力の方針

沖縄、北海道
を除く
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G7 カービスベイ首脳宣言 accelerate the transition 
away from “unabated coal capacity”

• 石炭火力発電が温室効果ガス排出の唯一最大の原因であることを認識し、
また、この アプローチ全体及び我々の強化された「国が決定する貢献
（ＮＤＣｓ）」に沿って、我々 は国内的に、我々の２０３０年ＮＤＣｓ
及びネット・ゼロ・コミットメントと整合的な形で、排出削減対策が講じ
られていない石炭火力発電からの移行を更に加速させる技術 や政策の急
速な拡大にコミットした。

• domestically we have committed to rapidly scale-up technologies and policies that further accelerate the 
transition away from unabated coal capacity, consistent with our 2030 NDCs and net zero commitments. This 
transition must go hand in hand with policies and support for a just transition for affected workers, and 
sectors so that no person, group or geographic region is left behind.

＊水素・アンモニア混焼は、「対策が講じられている石炭火力」に？
CCUSの現実性？
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世界は脱石炭

日本は2050年後も
石炭⇒輸入アンモ
ニア火力？

前倒しを命じる
判決
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ガスも



オランダ・ハーグ地裁（2021.6.18）
シェル・グループに歴史的判決

サプライチェーン全体で、
2030年までに2019年比45％削減
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•パリ協定と一体となるパリ決定で、温度目標の実現には、締約国だけでなく、市民社会、民
間企業、金融機関、自治体ど非国家の主体の行動の拡大が必要とされており、広い国際的
合意がある。

• 1.5℃目標の実現には、CO2排出量を、2030年までに2010年比45％削減、2050年ネットゼロ
とすべきとの国際的コンセンサスがある。ネットゼロへの経路についての議論はある。

• これは、不文の企業の善管注意義務と解することができ、シェルグループのスコープ１～３
のCO2排出量を､2030年までに2019年比で45%削減すべき。2010年よりも2019年の排出量
が多いので、これを基準とすべき。

同じ日のエクソン・モビール社株主総会 株主側の役員提案採択（3人）



サプライチェーン（Scope３）とは 上流・下流も
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28などから自然エネルギー財団作成

65%

再エネ 日本の目標（2030年36～38％）は

主要国の2020年実績の水準



再生可能エネルギー主力電源（2050年）、最優先・最大限導入
系統制約への対応策を盛り込むが、今後の「検討」課題

１）目標

• ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、電化の促進、電源の脱炭素化が鍵となる中で、再生可能
エネルギーに関しては、Ｓ＋３Ｅを大前提に、２０５０ 年における主力電源として最優先の原則の下で最大
限の導入に取り組む。 （P24 、P33 、P50 ）

• 施策強化等の効果が実現した場合の野心的なものとして、合計３，３６０～３，５３０億ｋＷｈ程度の導入、電
源構成では３６～３８％程度を見込む。なお、この水準は、上限やキャップではない。今後、現時点で想定で
きないような取組が進み、早期にこれらの水準に到達し、再生可能エネルギーの導入量が増える場合には
、更なる高みを目指す。その場合には、ＣＯ２排出量やコストなどを踏まえて他の電源がこの水準にとどま
らず調整されることとなる。 （P105）

２）再エネ大量導入に向けた系統制約への対応

• 連系線等の基幹系統の増強・・、全国の再生可能エネルギーのポテンシャルを踏まえつつ、電力融通の円
滑化によるレジリエンス向上に向けて、全国大での広域連系系統の形成を計画的に進めるためのマスター
プランを策定する。
ローカル・配電系統・・・ローカル系統等の整備と費用負担・接続の在り方を一体的に検討し、少なくともロー
カル系統に関しては原則一般負担化する方向で、一定の方向性を速やかに取りまとめる。
ノンファーム型接続の適用範囲をローカル系統まで早期に拡大
今後は、再生可能エネルギーが石炭火力等より優先的に基幹系統を利用できるように、メリットオーダーを
追求した市場を活用する新たな仕組み（市場主導型： ゾーン制やノーダル制）への見直しと早急な実現を
目指す。（P51) 29

エネルギー基本計画案から



再生可能エネルギー（続き）電力システム改革「検討」を実行へ

• 需給制約による出力抑制時の優先給電ルールについては、Ｓ＋３Ｅの観点からのメリット
オーダーの徹底や、ＣＯ２対策費用、起動費、系統安定化費用といったコストや、運用の
容易さを踏まえつつ、最低出力の状況等を精査した上で、火力発電の最低出力運転の基準
引き下げの可能性などについても検討していく。さらに、（削除：2050年を見据えては
、）電力システムの柔軟性を重視し、調整力の脱炭素化が求められる中、蓄電池、水電解
装置などについて、コスト低減などを通じて実用化に向けた取組を進めるとともに、系統
用蓄電池の電気事業法への位置づけの明確化や市場の整備などの取組を進める。

• 更には、再生可能エネルギーの電力市場への統合を見据え、卒ＦＩＴ電源やＦＩＰ電源な
どの非ＦＩＴ再エネへの出力制御に一定の金銭的精算をすることも含めて、再生可能エネ
ルギーの出力制御が発生した場合の更なる対応策を早急に検討する。

• なお、出力制御量の予見可能性を高め、事業者が投資判断と円滑なファイナンスができる
ようにするためにも、系統情報について、可能な限りリアルタイムに近く、３０分値で電
源別にビジュアル化して公開・提供する方針で見直しを進める。また、火力の燃料種別の
情報公開についても速やかに検討する。（p56）
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エネルギー基本計画案から



31IGES資料から



IEA（国際エネルギー機関) 2050年ネットゼロロードマップ 2021.5
気候変動対策が前提 明確に示す

1.5℃実現からバックキャスト 化石燃料安定供給から再エネ主軸に
気候変動対策：エネルギー安全保障、安定成長の基礎に
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ＩＥＡのエネルギーシナリオ・再エネ導入

日本も本気で、
再エネ主力電
源に向け、目
標引き上げ、
柔軟な運用を
可能にする電
力システム改
革の実現、
地域分散型・
エネルギー自
給の確保へ。



地球温暖化対策計画 ベースはエネ基。問題は共通
業界の自主的取組みの政策不在・カーボンプライシングも「検討」
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業務・家庭は発電部門の脱炭素化・建築物対策にかかる
どちらも政策不在（建築物対策はそろり動き出す？）
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公正な移行

長期戦略に盛り込まれた
（p13）

エネ基では、「エネルギー
転換等によるトランジッ
ションの促進の検討」のみ



気候変動・エネルギー計画パブコメ 意見を（10.4まで）

36

■「地球温暖化対策計画（案）」
「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （案）」「日本のNDC（国が決定する貢献）（案）」
「政府がその事務及び事業に関 し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について
定める計画 （案）」の募集について
https://www.env.go.jp/press/109931.html

■第６次エネルギー基本計画（案）に対する意見の募集について
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620221018&Mode=0

https://www.env.go.jp/press/109931.html
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620221018&Mode=0

